
1 はじめに

本稿は日本の産業社会学おけるホワイトカラー
の研究経緯についてまとめ、その状況と隣接分野
の研究、国際社会学会、フランス社会学会の職業
や仕事に対する関心の高さとを照らし合わせ、検
討することを目的としている。まず、戦中、戦後
の尾高邦雄の職業社会学および産業社会学の研究
におけるホワイトカラー研究を概観し1）、その
後、1960年代、1970年代、1980年代、1990年
代、2000年代のホワイトカラー研究を概観する。
終戦後、アメリカの人間関係論に刺激を受けた
日本の労働に関わる社会学者たちは、非常に精力
的に産業社会学的アプローチで企業調査を行って
いる。その後、高度経済成長期の大企業において
日本型雇用慣行の定着過程を観察し、さらに企業
で働く「サラリーマン」研究を行い、ブルーカラ
ーのホワイトカラー化と呼ばれる現象に注目す
る。この頃、増加し続ける工場労働者の労務管理
や労働者意識に関心を高める研究者が増え、多く
の労働社会学者が誕生した。しかし、バブル崩壊
後、日本の大企業は工場を閉鎖し、海外に生産拠
点を移し、それに伴い工場労働者の研究を行う
人々が減少した。産業構造が変化し、職業構造も
高学歴者が就業する専門的職業が増加し始めた
頃、日本の労働関係の研究者の関心は非正規雇用
で雇用され続け、正規雇用化されない女性労働者
やフリーター、ニートなどの若年労働者に注目が
集まり出す。2000年以降、ホワイトカラー、専

門職が溢れている日本社会では、ホワイトカラー
を研究する社会学者が激減するという状況になっ
ている（藤本・池田 2019）。
そこで、以下では、日本の戦後から現代までの
ホワイトカラー研究について先行研究をもとに検
討し、その後、隣接分野、海外学会との比較を行
う。本稿の構成は以下の通りである。第 2章で
は、尾高の職業社会学、産業社会学的観点の振り
返りを行い、第 3章では、高度経済成長期から現
代までのホワイトカラー研究を概観する。第 4章
では、隣接分野の傾向（労働経済学、経営学、産
業組織心理学などの研究をいくつか抜粋して、か
つて社会学も取り組んでいた分野が、隣接分野で
精力的に研究されている状況を示す）、そして国
際社会学会、フランス社会学会で仕事に関わるど
のような部門が成立しているのかを概観し、日本
社会学会との比較を行う。第 5章では、日本の産
業社会学の中でホワイトカラー研究が少ない理由
について考察する。第 6章では全章についてまと
め、今後の展望について述べる。なお、本稿は産
業社会学におけるホワイトカラー研究に着目する
ものであり、産業社会学全般を網羅するものでは
ない。また、本稿において、以後、産業社会学を
職業社会学、経営社会学、労働社会学を含む言葉
として用いる。
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2 戦中・戦後の日本の産業社会学の中の
ホワイトカラー研究

2.1 職業集団に共有される固有の職業意識や慣習
日本の産業社会学をけん引した尾高邦雄は労働
組合、小作組合などとは異なる性質をもつ工業組
合、商業組合に注目していた（尾高 1948）。尾高
は同業者組合が「職縁共同態」であり、1つの職
業の類似性を絆として結成される自衛協力の団体
と述べている。職業集団は固有の来歴、伝統、目
的、運命などを有し（尾高 1953 a : 165-166, 1953

b, 1995 a : 86）、これに対応してその内部に生活
する人びとのあいだにも、それぞれ特有の態度、
見解、慣習、行動規範などが見られる。尾高は職
業生活の内的・主体的側面に着目し、各職業に従
事する人びと全体について共有されるこれらの態
度の存在を強調している（尾高 1953 a : 165-169,

1953 b, 1995 a : 86-88）。そして、職業を異にする
人々の分化と社会の構成や職業人口の推移等につ
いて同一職業の人々における社会、身分や階級の
関係、当該職業に従事する人々に内面化された職
業における役割意識としての職業気質および職業
道徳の形成、共有等について議論している。尾高
はホワイトカラーの中でも管理職や専門職を「仕
事本位の職業観をとる人々」として、彼らにとっ
て職場への献身や組織体への貢献は大した問題で
なく、「自分の仕事、自分の個性能力に適した仕
事、自分の努力や想像力にチャレンジする仕事」
への献身と努力研鑽が生きがいであると述べてい
る（尾高 1970 : 68, 1995 b : 193）。そこでは同業
者によって形成される職業集団の中で共有される
行動規準や価値観、職業威信を守るための行動な
どにも触れられており、他律的な職業ごとの特別
なルールに着目している。尾高は職種ごとの働き
方、仕事内容だけでなく、「職業気質」「職分主義
（プロフェッショナリズム）」について議論し、専

門職というホワイトカラー領域の人々にも言及し
ている（尾高 1941 : 298, 1995 b : 74-75）。

2.2 日本型雇用慣行調査への産業社会学的アプ
ローチ

尾高は、増大すると予想されていた近代的大経
営に見いだされる職業人の生活環境および生活態
度の欠陥と対策を追及する必要性を強調するよう
になる。大規模化された経営体における共同生活
での人間的な結びつきや自発的な協力関係のな
さ、資本主義的大経営における労使の対立関係へ
の観測に目が向けられていく。また人間の共同生
活の要因としての職業への着目から、集団や組織
に対する労働者の一体感や忠誠心にも関心が持た
れるようになる（尾高 1995 a : 13）。1950年代は
大企業の従業員調査（工場労働者に限らず）が社
会学の対象として活発に行われており、1952年
から 15年間にわたって尾高が行った企業の労使
関係調査は日本で最初のものである（尾高 1970 :

165-166）。尾高は、産業社会学の主題を産業にお
ける人間関係であり、職場の人間関係を 1つの小
社会と考え、この社会を融和的全体たらしめ、安
定した働きがいのある場所にすることの重要性
と、産業社会学の立場として経営者側、労働者側
のいずれの価値観からも自由であらねばならない
と主張している（尾高 1953 c : 1-2）。
そして、尾高は階層・階級・地位、官僚制、近
代的産業組織と人間関係、小集団とインフォーマ
ル・グループ、リーダーシップと集団のモラー
ル、集団間の闘争など、職業・労働が関わる多く
の分野に言及している。その中で、人間関係管理
とは経営の民主化であり、大企業における合理化
やビューロクラシー化に伴う弊害は、各部署内部
における意思疎通や従業員の経営参加を促進する
ことで軽減できると述べている（尾高 1958 a）。
1960年代、尾高は労働経済学、経営学、人類学
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からのアプローチを参照しつつ、工場労働者や職
人だけでなく、大企業における集団主義と組織の
関係を分析し、日本的経営と呼ばれたしくみにつ
いて経営社会学を展開している（尾高 1995 e）。
経営社会学においては、産業の近代化と民主化、
技術革新と人間労働、従業員の経営参加、そして
企業意識、組合意識と集団・組織に帰属しつつ各
役割の職業に就いている人々の意識について論じ
ている（尾高 1965）。
そして仕事に関わる社会学の領域において第 1

領域は「経営社会学」、第 2領域は、「産業関係の
社会学」、第 3領域は「産業化の社会学」である
と述べている（尾高 1952, 1958 b, 1981, 1995 b）。
現在、これらは労働経済学、経営学、産業組織心
理学などの分野での研究に多い（後述）。以下で
はこれらの尾高の研究を踏まえ、特に集団・組織
におけるホワイトカラーに着目する。

3 高度経済成長期以降の産業社会学にお
けるホワイトカラー研究

本章では、高度経済成長期以降のホワイトカラ
ーに関わる研究について、1960年代から代表的
な研究者（実査を行う研究者を主として）を取り
上げ、現代までの 10年ごとにその内容の概要を
示す。なお、2000年以降については既刊の拙稿
を要約する（藤本・池田 2019）2）。

3.1 1960年代の産業社会学におけるホワイトカ
ラー研究

第 2章では尾高の戦中、戦後の 1940年代、
1950年代の産業社会学を中心にホワイトカラー
研究に関わる部分を概観してきた。本節では、
1960年代のホワイトカラー研究について抜粋す
る。はじめに、ホワイトカラー研究はまだ行われ
ていないが、尾高と同時期に『産業社会学序説』
を著した米山桂三の研究について触れる。米山は

アメリカの人間関係論に影響を受け、不熟練者の
生活態度、非近代化工場労働者の態度、孤島での
共同態と経済活動、漁村での社会経済構造と漁夫
の就業観、そして地方小都市の近代化と職業の再
編成、工場における職長という管理的職業の地位
と役割などを調査している（米山 1960）。また青
井和夫編による『現代社会学講座 Ⅲ 組織の社
会学』では、高田佳利が職場組織における社会学
と経営学の立場の違いについて議論し、職場組織
において役割と地位に就く人の社会的属性に着目
した社会学的なアプローチから、ライン、スタッ
フなどについて経営組織を分析している（高田
1964）。佐藤竺は官僚制組織の問題点について議
論する中で、ホワイトカラーである上級官僚の成
立、特質、職務内容、地位、キャリア、下級公務
員の地位、官公庁労組の民主化運動など職業生活
について各時代の社会体制との関係からその特色
を分析している（佐藤竺 1964）。当時、多くの研
究者が官僚制組織に関心をもち、制度と官僚の態
度が議論されることが多かった（佐藤慶幸 1966,

1968）。官僚は組織の中のホワイトカラー職とし
て、代表的な職種の 1つといえよう。また、北川
隆吉と岡本秀昭は事務の機械化による仕事の内容
の変化や「サラリーマン」の労働について議論し
ている（北川・岡本 1964）。
萬成博は明治・大正・昭和の 3期を通じてビジ
ネス・エリートの形成メカニズム、特性を調べて
いる。そこでは、この後の時代にエリート・高学
歴者・知的労働者・ホワイトカラーが批判的対象
として分析されがちになる中、中立的立場で社会
構造、出身階層、企業家精神、ビジネス・エリー
トの社会的性格に関心をもって分析されている。
萬成も尾高同様、先駆的で中立的な立場で経営者
というホワイトカラー職を観察するために、企業
に対してアンケートおよびインタビュー（現在も
存在する大企業の創業者、後継者ら）を積極的に
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行っている（萬成 1965）。萬成・杉政孝編著の
『産業社会学』では、人間関係論、経営における
組織の問題、官僚制組織、職場集団におけるイン
フォーマル集団、リーダーシップ論、モラール、
経営構造、労使関係、産業と地域の関係について
取り上げ、その中で、労働者の意識や職業の分
化、専門化、女性の職業などの職業構造の変化、
そして被雇用者だけでなく、経営者を含むホワイ
トカラーに関わる議論をしている（萬成・杉
1967）。
佐藤慶幸らによる組織社会学の研究では、吉川
栄一は労働者の組織だけでなく「産業関係の組織
と人間」の問題を経営組織についても分析を行っ
ている。そこでは幕藩体制下の労働組織（職人集
団・商人集団・マニュファクチュア集団など）、
明治期の経営組織、大正・昭和前期の経営組織、
昭和中期の社会構造、成員の職種、役割、リーダ
ーシップ論等、職業に着目して描かれている（吉
川 1968）。
松島静雄・岡本英昭編の『産業社会学』では、
産業社会学の課題、労働者の生活、労働と疎外、
労働者の意識とイデオロギー、産業官僚制、職場
集団と人間関係、職場のリーダーシップ、経営者
と労務管理、中小企業の経営と労働、労働組合の
構造と機能、労働組合の指導者と労働運動、技術
革新と労使関係、労働運動と地域社会、産業と地
域社会、産業社会と階級、産業化と社会変動と非
常に多岐にわたる議論がされている（松島・岡本
1968）。これらの項目は後の産業社会学の中では
議論されなくなったものも多く含まれており、初
期の産業社会学者の関心が組織内行動、意識だけ
でなく、日常生活の中に大きく影響する就業生
活、そして産業、職業の変動に関心が向けられて
いたことがわかる。
その中で杉は人間存在の非合理性の理解に社会
学や社会心理学が有効で、それは一般従業員だけ

でなく、経営者や各レベルの管理職にも当てはま
ることだと述べている（杉 1968）。杉は日本の産
業社会学の系譜について、戦中からこのテーマに
取り組んだ尾高の研究を先駆的であるとし、その
後、アメリカ社会学の影響で社会心理学的な実証
的な研究が盛んになった経緯を示している。特に
社会学者にはマルキシズム的経済学や社会体制の
理論の流れを汲む者が多く、アメリカとは異な
り、労働組合や労使関係の研究をする者が多く、
経営的な論理だけで企業を見る偏向性に警告を発
した貢献は大きいと述べている。それと並行し
て、日本における前近代的な産業活動形態と社会
構造や社会規範の残存を意識し、日本の産業組織
に残る「日本的なるもの」の発見と近代化のパタ
ーンを探る研究グループ（萬成、松島・中野・
間）の流れを示している。これらの研究から、初
期の産業社会学では、アメリカ社会学の影響を強
く受けつつ、「日本的なるもの」と近代化の関係
について研究を進められた時代だということがわ
かる。この他、杉は土方文一郎、塩原勉、岡本英
昭らの組織モデルの理論的構築、産業と社会の関
係についての環境的アプローチは富永健一、奥田
道大らによって進められたと述べている（杉
1968）。
職業に関する記述では石川晃弘が「労働者のイ
デオロギー」の中で、ホワイトカラー、ブルーカ
ラー、大企業に就業する労働者、組合員の意識な
ど、多くの職種を取り上げ、その違いを述べてい
る（石川 1968）。佐藤慶幸は、産業構造の官僚制
化による人々の態度形成、専門職や管理職の特性
などについて述べ（佐藤 1968）、安藤喜久雄は、
職場のリーダーシップについて尾高、三枝幹夫、
萬成、三隅二不二らの調査や実験を示し、管理職
の仕事の内容について述べている（安藤 1968）。
松島は「経営者と企業組織」において経営者とい
うホワイトカラー職の仕事の内容、企業組織につ
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いて労務管理の観点から分析しており、仕事が受
容されなければ組織の目的は達成されず、一方的
に経営者が搾取できるものではないことと述べて
いる（松島 1968）。鈴木春男は、「中小企業の経
営と労働」において大企業のように分業化が発達
していない規模の組織の特性や中小企業経営者と
いうホワイトカラー職について詳述している（鈴
木 1968）。

以上、日本の産業社会学の黎明期は尾高邦雄、
米山桂三らが取り組んだテーマを、その後、さら
に多くの研究者が発展させた。特にこの時期は小
規模の生活共同態と職縁共同態が合致したものか
ら、大資本的経営が増加し、巨大組織での職縁共
同態が形成され始めた時期でもあるが、職業、労
働、産業に強く関心をもつ研究者が多く、ブルー
カラーのみならず、経営者も敵視するだけでな
く、彼らを含むホワイトカラー研究（職業ごとの
仕事内容の観察、分析）に熱心に取り組んでいた
ことがうかがえる。当時、行われていたホワイト
カラー研究は、官僚（上級・下級）のキャリア、
サラリーマン（ブルーカラーも含む企業意識をも
った人々）、企業ホワイトカラーのキャリア、リ
ーダーシップ、労働組合などである。また経済学
者や社会心理学者との研究交流も行われている。

3.2 1970年代の産業社会学におけるホワイトカ
ラー研究

本節では、1970年代の産業社会学のホワイト
カラー研究について抜粋し、概観する。まず萬成
編の『新しい労働者の研究』では、多様な労働者
について記述されている中、ホワイトカラーにつ
いては、中野秀一郎が専門職の労働について 8種
類の専門職の態度や、医師の仕事の内容、働き方
の特性、労働意識を分析しており、非常に先駆的
な研究を行っている（中野 1973）。また、真鍋一

史は、新聞記者の仕事内容、働き方の特性、職業
意識について詳述している（真鍋 1973）。この著
書からは当時の関西学院大学に多くの産業社会学
者が在籍し、拠点として重厚な研究を発信できて
いたことがうかがえる（萬成 1973）。
また、松島静雄編の『講座社会学 6 産業社
会学』において、安藤喜久雄が「従業員の疎外」
で、単純労働者だけでなく、ビジネス・オートメ
ーション化によるホワイトカラーの労働の変質
（作業の単純労働化）、技術の高度化による疎外、
ホワイトカラーの労働組織からの疎外について分
析している（安藤 1973）。同じく、副田義也は
「労働者の意識」で、ホワイトカラーの職場への
満足度は高学歴者、長期間勤続者に高く、昇進可
能性の高さと関係していることを示している（副
田 1973）。ただし、森五郎・松島静雄が著した
『日本労務管理の現代化』では、労働者の労務管
理について特に職種には触れられずに分析が行わ
れており、尾高が職業社会学で職種ごとの仕事の
内容と働き方などに関心を向けていたことは、集
団・組織を対象とする研究者の関心から外されて
いるのがうかがえる（森・松島 1977［1983］）。
富永健一は、高度産業化と職業構造の変動を

1955年と 1970年を比較しており、日本の職業構
造が高度経済成長期に大きく変化したと述べてい
る。ここでは農業漁業従事者が減少し、事務職、
専門職などのいわゆるホワイトカラー層の増加傾
向が示されている。富永は事務作業においても
OA 化が進み、事務職に求められるスキルと工場
労働のエレクトロニクス化された機器の監視役と
の仕事の内容について区分けが難しいことを指摘
している。また古典的なプロフェッショナルとは
異なる「オーガニゼーションマンでありながらプ
ロフェッショナル」である人々の増加についても
言及している（富永 1973 : 100）。富永は経営者
の経営的判断による組織権限と専門職の科学的知
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識による判断の間に葛藤が存在することを指摘し
ている。
兼子宙らは、職業移動、技術革新と職業ごとの
働き方の変化、職業構造の変化、職業と労働疎外
の関係、企業規模と職業意識の関係などの中で、
ブルーカラー、ホワイトカラーの違いについて比
較している（兼子 1973）。石川は戦後から高度経
済成長期までの日本において、尾高らが大企業へ
行ったアンケート調査結果から析出した職業ごと
の労働者意識を分析しており、わずかではある
が、都市型小企業経営者としてベンチャー・ビジ
ネスを立ち上げる起業家への言及があり、ホワイ
トカラー層の事例に触れている（石川 1975）。
間宏は 1975年に産業社会学についての再考と

展望を示しており、産業社会学が対象とするフィ
ールドにおいては、経済学や経営学の方がより踏
み込んだ研究を行っており、産業社会学は遅れを
とっていると述べている。そして、尾高らが切り
開いたこの分野は、すでに資料収集的な記述研究
の段階は終わり、現象の構造記述的事例研究の段
階、諸変数間の関係に関する仮説検証的な分析研
究の段階を経て、理論構成へと進まなければ衰退
する道しか残されていないと警告を発している。
また、学際的に経済学、経営学、社会心理学、法
学など、多くの隣接分野の知見も学び、共に交流
することが重要であり、「経営学史学会」「組織学
会」「日本労務学会」などの学会への積極的参加
が、今後の産業社会学者にとって不可欠の要件に
なると述べている（間 1975）。

1970年代は高学歴化、高度経済成長に伴い、
仕事の高度化、専門化に伴い、専門職の増加が見
られ、それに伴い、ホワイトカラー、専門職の研
究も行われている。各専門職のキャリアや仕事の
内容、労務管理、技術革新と働き方の変化への関
心の高さがうかがえる。他方、間は尾高らによっ

て切り開かれた産業社会学の発展が不十分である
と指摘し、隣接分野の研究者との交流が不可欠だ
と述べている。

3.3 1980年代の産業社会学におけるホワイトカ
ラー研究

産業社会学は、日本の製造業が高度経済成長期
に多くの工場労働者を雇用してきた経緯から労働
者の仕事満足度や労使関係に注力される時代に入
る（稲上 1981）。北川は日本の産業社会学が日本
社会学会で市民権を得たのは 1950年頃と述べ、
尾高邦雄、冨田嘉郎、井森陸平、松島静雄、濱嶋
朗、萬成博、青沼𠮷松らが中心的として裾野を広
げた貢献によるものであると述べている。北川は
日本の産業社会学・労働社会学・経営社会学等の
起点についての定義が非常に難しく、多様な議論
があることを踏まえつつも、先駆的な研究者だけ
でなく、多くの研究者が成果を生み出し、領域と
して承認され始めた時期ということにおいて、大
きな認識的過誤はないとまとめている（間・北川
1985）。日本的経営は社会学のみならず、経済学、
経営学、政治学、歴史学などからの議論があり、
また、技術革新と人間労働の関わり、企業城下町
など地域社会やその構造においても影響があるこ
と、職場における労使関係などについて研究され
ており（北川 1985）、隣接分野と共にこの時代の
社会現象に取り組まれてきたことがわかる。この
頃の社会学はインフォーマル集団とフォーマル集
団、モラール、小集団研究など、アメリカでの研
究成果を受けて、日本との比較研究が盛んに行わ
れている。
梅澤正は、萬成に続き、（現在では社会学でほ
とんど研究されることがなくなった）経営者の研
究を行っている（梅澤 1985）。梅澤は経営者の社
会的性格として企業経営の担当者（最高責任者）
の役割のみならず、大企業の経営者は社会のリー
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ダーとして政治や文化の在り方にも影響する社会
的存在であると指摘している。梅澤の研究からは
ホワイトカラー職の上位に位置づけられる経営者
に着目し、企業への調査も行い、彼らを産業化の
推進者、パワーエリートなど、社会的存在たらし
める具体的な状況を把握できていることがわか
る。
稲上毅は従業員と職場集団の関係について、昇
進構造を分析し、ホワイトカラーとブルーカラー
の昇進の階梯の深さの違いを指摘している。また
管理者・監督者などのホワイトカラーの役割と地
位についても分析を行っている（稲上 1985）。濱
嶋朗は大企業の労働者意識の分析でホワイトカラ
ーとブルーカラーの比較研究から、「ゆたかな労
働者」に関する議論を行っている（濱嶋 1985）。
石川は研究開発に注力する大企業の労働組合にお
ける技術・研究系組合員の増加を分析し、組合員
の特性の変化によりホワイトカラー重視の組合活
動に変化していることを示している（石川
1985）。川喜多喬は富永と同様に技術革新による
働き方の変化について議論しており、オートメー
ション化が進む工場における監視業務、また、オ
フィスにおける事務職の業務など、仕事の内容で
ホワイトカラー、ブルーカラーと分類することの
難しさ、またホワイトカラー、ブルーカラーと呼
ばれてきた職種そのものの構造が変化しているこ
とを指摘している（川喜多 1985）。ここでは梅澤
による経営者（梅澤 1985）や石川による技術者
・研究者というホワイトカラー職への着目（石川
1985）がある一方で、職場集団について記述され
ている章の多くは、工場労働者を中心に議論され
ており、ホワイトカラーはその比較対象に過ぎ
ず、ホワイトカラー職そのものへの記述、関心が
低いこともうかがえる。
稲上と川喜多は『リーディングス 日本の社会
学 9 産業・労働』で、戦後の日本の産業・労

働社会学の系譜について、尾高、松島、中野、
間、岡本、R. M. マーシュ・萬成、川喜多、石
川、日高六郎、綿貫譲治、稲上毅、河西宏祐、佐
藤博樹、梅澤隆他の研究をまとめている。そこに
は、伝統的な職縁社会について労働者階級とその
事業主の職業と生活についての研究、日本の労務
管理の特質、経営家族主義、労使関係、日本の企
業の近代化と伝統的な慣習との関係性、経済成長
における日本型雇用慣行の変化についての研究、
技術革新と職場の労務管理、労働者意識の性格、
労働者の政治意識、組合意識と企業意識の変容に
ついての研究が収められている。しかし、この頃
には専門職、管理職、ホワイトカラーは比較対象
として必ず登場するものの、労働の場を取り巻
く、社会構造、制度などの変化のメカニズムを説
明する研究が増え、高学歴者、専門職、ホワイト
カラーの増加を認知しながらも、当該職業に就い
ている人々の生活、仕事内容、職業意識への記述
は少なく、1960年代に比べて関心が低下してい
ることがわかる（稲上・川喜多 1987）。
尾高が「産業社会学」を「産業における人間関
係の科学」と呼んだ約 30年後、石川晃弘はそれ
に、労働者と組織・集団の関係にリーダーシップ
・コミュニケーション・権力・統制・紛争等々の
概念道具を用いる「組織・集団の社会関係的アプ
ローチ」、中小企業の経営者を取り巻く社会的諸
関係を経済学的な視点以外の部分も含めて「現象
を総合的にとらえる構造連関アプローチ」の 2点
を加えた（石川 1988）。石川は 20歳代に労働経
済学者と共に共同研究を行った際に社会学者に期
待された役割は、労働者意識の研究と労働者の組
織と集団の研究であり、30歳代にも経済学者と
の共同研究において、中小企業を単なる経済主体
として捉えるのではなく、生活主体として捉える
ことを期待されたと述べている。さらには経営者
の意識、地域社会や地域文化も視座に入れ、経済
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や経営の視点にはない分析が社会学者に求められ
たという。そのため、これまでの産業社会学のテ
キストは、「労働者の士気とリーダーシップ、職
場の人間関係、企業と人間、組織の構造、技術と
労働、労働組合、労使関係、企業と地域社会、工
業化と産業社会、そして、これらの日本的特徴な
どを柱として編集されている」と述べている（石
川 1988 : 10）。同書でも従来の構造や制度の変化
に対する議論が多いが、それだけではなく、尾形
隆明がサービス職の仕事の内容、働き方を記述し
ており（尾形 1988）、上林千恵子が第三次産業の
増大は高学歴化した女性の労働市場への参入を可
能にし、技術革新がそれを促進していると述べて
いる。そしてすでに、この頃にライフコースとキ
ャリアについて踏み込んだ議論をしている（上林
1988）。

1980年代は、高学歴化、ホワイトカラー、専
門職の増加、技術革新に触れながらも、工場労働
者への関心が強く、ホワイトカラーそのものを対
象とした研究はいくつか見られるが少ないままで
あることがわかる。また、この時代でも産業社会
学者は隣接分野の研究者との関係性を重視してお
り、社会学者としての視点からその役割を果たそ
うとしていることがわかる。

3.4 1990年代の産業社会学におけるホワイトカ
ラー研究

寿里茂は、ドイツ、イギリス、フランス、アメ
リカモデルでのホワイトカラーの機能、権限、キ
ャリアを議論している。そして下級職員の増大に
ホワイトカラーの地位意識、権力への同一化、オ
ーガニゼーションマンについて述べており、官僚
制組織における上級官僚と下級公務員の構造と類
似した事例を示している（寿里 1990）。寿里は長
らく工場労働者を前提とした研究が多かった日本

の産業社会学の中で、1990年代にホワイトカラ
ーの職場、労働者意識、仕事内容について、1960

年代の活発だった頃のように、再度、議論してい
る。そこでは、F. クロシックの記述からアメリ
カにおいても、産業社会の第一次の担い手であっ
た生産労働者階層の分析に比べて、現代社会の担
い手となったホワイトカラー層があまり研究され
て来なかったこと、C. W. ミルズが、ホワイトカ
ラー層に見られる個人の地位追求の態度を「戯画
的」に描いたことが悪影響を及ぼしていると批判
していることを見出し、日本と同様のことがアメ
リカにも起こっていたことを示している（寿里
1996 : 24）。寿里はホワイトカラーの社会的系譜
の分析により職業階層が形成される 1個の社会
（階層）のあゆみを比較的視点で展開している。
寿里は A. ギデンズの「職業のサラダ」という表
現を引用し、ホワイトカラーというあいまいで多
様な職種について、社会的に需要された機能と階
層的生活、特に都市的職業階層としての生活様式
において、どのような日常の行為や感得・思考の
クラスターを表出するに至ったかを分析している
（ビジネス・エリートの企業経営の成功と挫折の
事例）。そしてアメリカのホワイトカラーに共通
の組織アイデンティティが弱く、プロフェッショ
ナリズム指向であることを析出している（寿里
1996）。
その他、安藤・田草川によって企業組織と職場
集団についてまとめられたものがある（安藤・田
草川 1993）。梅澤正は、日本の企業に勤める月給
を受け取る正規雇用の（主に男性）社員が、ホワ
イトカラーもブルーカラーも含め、簡易的に「サ
ラリーマン」と呼ばれてきた歴史的経緯、その多
義的な職業の構造、仕事の内容、労働者意識、働
きがいなどについて、職業に着目して分析を行っ
ている（梅澤 1997）。犬塚先らは、世界の中の日
本の労働状況や多国籍企業における労働に触れる
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とともに、日本の職場の変化を描いている。その
中には若年ホワイトカラー層の地位の低下や女性
の総合職、一般職に関する議論、高齢者と職業、
情報技術と働き方の変化、ホワイトカラーと OA

機器の導入など、多くのホワイトカラーの働き
方、職業に関する要素が盛り込まれている（犬塚
1998）。また藤田栄史は工場労働者に着目されが
ちなトヨタの事例から、ホワイトカラーの職業階
梯や正規雇用男性社員の処遇、キャリアに対し
て、また女性の処遇など、職場の同調圧力などに
ついて調査を行っており、さらに企業の社会的責
任に関わる理念についても述べている（藤田
1999）。
稲上は『講座社会学 6 労働』「総論 日本の
産業社会と労働」において、バブルが崩壊し、失
われた 10年とも 20年とも言われた日本経済の低
迷期に、改めて企業コミュニティについて議論す
る意義について、「（日本の企業）コミュニティの
中核には、特定のコーポレート・ガバナンス、経
営イデオロギー、人的資源形成、従業員の価値志
向などによって基礎づけられた日本型雇用システ
ムがある。それが変われば、企業コミュニティ－
も変わる」（稲上・川喜多 1999 : 2）と述べてい
る。本稿にもここまで示してきた産業社会学者の
多くが「企業コミュニティ」についてまとめてい
る（松島 19623）；Dore 1973＝1987；間 19644）,

1974, 1996；稲上 19815）, 1993, 1995）。稲上は平
成不況下で大企業の中間管理職を中心とする中高
年ホワイトカラーの出向・転籍人事が多かったこ
とを調査し、実態的には企業グループによる定年
60歳までの雇用保障といったケースが少なくな
く、そうした出向・転籍の存在から日本的経営の
終身雇用が「崩壊」したとみることはできず、大
企業から中小企業への押し付けであると指摘す
る。むしろ、それを「終身雇用圏」（企業グルー
プ労働市場あるいは準内部労働市場）の形成とい

う日本的雇用システムの特徴の 1つととらえるこ
とが現実にみあっていると述べている。稲上は日
本の大企業で働く正社員にとって所属企業は、収
入を得るだけでなく、コミュニティとしての存在
であり、このコミュニティの中核に日本型雇用シ
ステムが存在し、日本型雇用システムが変われば
企業コミュニティも変わる可能性があると指摘し
た（稲上 1999）。そのような構造的変化がある中
で、稲上はホワイトカラーのキャリア管理につい
て、今でも配置と役職昇進管理がきわめて重要な
意味をもち、特に役職昇進はホワイトカラーの成
員にとって最も基本的なインセンティヴとなって
いること、それと同時に勤続先企業とならぶ社会
的アイデンティティの重要な源泉となっているこ
とを指摘している（稲上 1999）。
佐藤博樹は間や R. ドーアを用いながら、「日
本型雇用システムと企業コミュニティー」におい
て、企業コミュニティを支えている要素として、
資本所有者から経営の相対的な自律などを特徴と
するコーポレート・ガバナンス、長期的な視点の
経営や従業員の生活保障などの経営イデオロギ
ー、会社や仕事への高いコミットメントや長期勤
続志向などの従業員の価値志向、経営者と従業員
の間の社会的・経済的距離の小ささ（内部昇進経
営者、小さな所得格差など）、従業員内部の対立
図式の希薄さ（工職身分格差撤廃など）であると
述べている。企業が従業員に対して長期にわたる
生活（雇用機会と所得）を保証（暗黙の契約）す
ることによって、会社への従業員の高いコミット
メントなど価値志向が形成、維持されるととも
に、経営者と従業員の間に信頼関係が醸成され
る。会社への高いコミットメントを示すことで、
従業員は長期にわたる生活の保障が得られると述
べており、それはホワイトカラー職にも適用され
るルールであることがわかる。佐藤博樹は、企業
において長期雇用が深化しているが、同時に大企
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業を中心として出向や転籍を通じて子会社や取引
先などへと従業員のキャリアが展開する範囲が拡
大してきていると指摘している（佐藤博樹 1999 :

39；稲上他 1995 b）。
昇進と選抜のルールは、海外のパターンを概観
すると、競争型、トーナメント移動型とノンエリ
ートとエリートを初期段階で分ける庇護移動型に
わけられるが、小池和男は日本はそのどれでもな
い「遅い選抜方式」であると述べた（小池 1981 a,

1991）。「長期にわたる働きぶりについて蓄積され
た評価情報に基づいて、入社後かなり時間が経過
した段階でその後のキャリアの分岐が決まる選抜
がはじまり、その段階から（ア）非管理職にとど
まる者、（イ）課長など中間管理職に昇進し、そ
こにとどまる者、（ウ）部長以上の部門管理職に
昇進し、さらにはトップ・マネージメントまで昇
進する者に分かれていく」（小池 1991 : 46）。そ
して、小池の「遅い選抜方式」の内容を精緻化し
たのが、竹内洋の昇進モデルである（竹内 1995）。
竹内の昇進モデルは、同期入社者の各役職への
昇進比率と各役職に到達するまでの同期入社の間
の昇進時間差に基づいて選抜方式を類型化したも
のである。竹内は昇進パターンが入社後の時間の
経過と共に、同期同時昇進→同期時間差昇進→選
別・選抜と変化していくことを明らかにし、これ
が「遅い選抜方式」の内実であるとした。竹内に
よれば、課長代理職までは同期同時昇進傾向にあ
る。入社 15年後以降に課長職に昇進した者は次
の段階への昇進競争への参加機会は閉ざされてい
る。今田幸子・平田修一は、ある大企業の人事デ
ータファイルを分析し、ホワイトカラーの昇進プ
ロセスが、キャリアの初期の一律年功型→中期の
昇進スピード競争型→後期のトーナメント競争型
とキャリアの段階ごとに競争ルールが変わる重層
構造から構成されることを提示している（今田・
平田 1995）。竹内と今田・平田の結果は符号して

おり、小池の提唱した遅い選抜方式は竹内、今田
・平田によって、さらに具体的にその構造が明ら
かにされた。この遅い選抜方式のプラス面とマイ
ナス面については、プラス面として多数の人々の
モチベーションをつなぎとめられることと複数の
上司の評価を得られることから従業員が納得した
評価になりやすい。また、マイナス面は、人材育
成に長時間がかかりすぎて若手の抜擢ができない
こと、従業員間に過度な競争状況を作り出しやす
い。このような中で、プラスの機能が大きいと判
断されている。ただし、葉山滉はフランスの製造
業の調査で「遅い選抜」を見出しており、日本だ
けの特徴ではないと主張している（葉山 2008）。
そして 1990年代に出版された『講座社会学』
シリーズでは、職業に関することは「労働」パー
トで描かれており、産業社会学に関するところに
は描かれていない。「労働」パートにおいては、
ブルーカラー職のみならず、佐藤厚と川喜多がホ
ワイトカラー職、プロフェッションの裁量労働な
どの働き方について分析している（北川・塩原・
蓮見 1999；稲上・川喜多 1999）。佐藤厚はキャリ
ア志向の国際比較で、日本は欧米に比べて専門職
でさえも、年功的なチーム編成を行っており、役
職昇進時期が遅いことを示しており、能力による
抜擢は少ない傾向にあると述べている（佐藤厚
1999 : 191）。

以上のように 1990年代は、寿里による海外の
研究を含めてホワイトカラー研究の少なさ、その
重要性への指摘がある一方で、バブル崩壊による
日本的経営の終焉と言われた時代に企業が行った
転籍・出向などのホワイトカラーのキャリア分析
によって、その構造、制度の特徴を描いたり、昇
進構造の分析も見られるようになってきたことが
わかる。
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3.5 2000年以降の産業社会学におけるホワイト
カラー研究

2000年以降の日本のホワイトカラー研究の傾
向は藤本・池田がまとめており、本項ではそこで
見られたものを要約するに留める（藤本・池田
2019）。2000年以降になると、大卒、大学院卒者
の増加に伴い専門職比率も高まり、ホワイトカラ
ー研究が進むと考えられたが、産業社会学では、
非正規雇用の女性労働者、若年層のニート、フリ
ーター研究が盛んになったものの、男性労働者の
中で多い正規雇用のホワイトカラーに対する研究
が少ないことが明らかになった。産業社会学では
「働き方改革」「ブラック労働」など、過重労働が
社会問題として深刻な状況であるにもかかわら
ず、2000年以降は、社会学を網羅的に示すシリ
ーズ本などの大項目からその姿を消している。そ
の中で、現在、労働に関する調査を継続している
のは、（独）労働政策研修・研究機構（以下、
JILPT と呼ぶ）であり、タイムリーなテーマや長
期分析により傾向の変化を検討するための基礎デ
ータなど、重要な調査データが蓄積されている
（詳しくは JILPT ウェブサイトを参照された
い）。しかし、かつて多くの大学に存在した産業
社会学者は激減しているのが現状である。山下充
は 1990年代に就業の場について、コーポレート
・ガバナンス、ホワイトカラー職の裁量労働と組
織編制、成果主義的人事の課題、非正規雇用者の
増加による従業員の多様性などの問題について考
えるべき現象が多く見られ、現在、新たな局面を
迎え、ますます研究の必然性があると述べている
（山下充 2016）。
尾高が職業社会学の対象と述べていた職業共同
態に共有される規範や行動規準などについては、
個人への調査では見えない事象であり、集団・組
織調査が必要である。個人に向けた調査の中か
ら、ホワイトカラー、ブルーカラーという分類で

分析されているものは SSM や JGSS データを用
いた研究が蓄積されているため、本研究では集団
・組織調査に焦点を当てる。ホワイトカラーにお
ける調査は JILPT と関係が深い稲上毅・川喜多
喬・佐藤博樹・佐藤厚らが中央省庁・公的機関・
財団法人などからの多くの委託研究を行っている
（彼らは労働経済学者・経営学者・産業組織心理
学者等々との連携で調査を行い、論文・著書を執
筆している）。
稲上毅は企業グループの出向・転籍慣行に焦点
を当て、ホワイトカラー労働者のキャリアについ
て詳細な調査を行っており、また、企業制度にお
ける「系列」についてもその日本特有の慣習を捉
えている（稲上 2003）。川喜多喬は多くの調査を
行い、ホワイトカラー調査研究が少なかった理由
として、量的に生産革命の主たる担い手が工場労
働者であったこと、マルクスの思想がホワイトカ
ラーをブルーカラーの敵とみなしたこと、ホワイ
トカラー層がブルーカラー層と異なる待遇を受け
てきたこと、ホワイトカラー層は労働運動の組織
が脆弱であったこと、「労働者階級窮乏化」論が
労働者上層の観察を遠ざけたことと指摘している
（川喜多喬 2015 a, 2015 b, 2015 c, 2015 d）。佐藤博
樹はホワイトカラーの働き方と裁量労働、資格系
専門職などについてまとめている（佐藤博樹編
2001, 2004）。佐藤厚は、『キャリア社会学序説』
において、多様な職種（主にホワイトカラー）、
多様な従業上の地位（正規雇用のみならず、パー
トタイマー、派遣社員等）、企業規模の事例を取
り上げ、キャリア・アンカーと仕事意識、職業キ
ャリア、やりがいのある仕事とワークライフバラ
ンスとキャリアの関係など、職業、職場、仕事意
識などを分析する社会学においては数少ない職業
に根差した職歴分析を行っている（佐藤厚
2001）。さらに、ホワイトカラー労働の非定型的
な働き方やホワイトカラーという概念が主に大組
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織の中での内部労働市場で経営者予備軍としてキ
ャリアアップをすることを想定されたことに着目
して検討している。ホワイトカラーの労働世界は
知的創造型労働とそうでない職業、大企業ホワイ
トカラーにみられる内部昇進キャリアとそうでな
いキャリアがまだら模様のようなスペクトラル構
造であると指摘する。また、企業は市場化への対
応で大きく変化したのにもかかわらず、完全に
「企業コミュニティ」が消失した訳ではなく、社
員の規範意識は「目的のあるコミュニティ」とし
てプロフェッショナル倫理に近似した状態にある
ことを析出している（佐藤厚 2007）。
また、近年、ジェンダー研究においてもホワイ
トカラーの働く集団・組織調査が蓄積されてきて
いる。たとえば、木本喜美子は百貨店や大型総合
スーパー職場を調査し、労働組織内部に織り込ま
れているジェンダー間分離や組織内分離を捉えて
いる（木本 2003）。木本はジェンダーという視点
を通し、技術革新や労働市場の変動を詳しく捉え
ている（木本・深澤編 2000）。他にも伝統的な医
師、弁護士のおける女性の働き方に関する研究も
ある（中村 2010, 2015）。
藤本昌代は尾高が職業社会学で重視した就業者
の職業意識について調査を行っており、研究者・
技術者の職業意識、帰属意識、組織移動に対する
予期が、事務職や製造職のそれとどのように異な
るかという比較を行っている。また組織比較で
は、企業内コミュニティの形成のされように違い
があることが明らかにしている（藤本 2005, 2008

b, 2013, 2016）。また酒造業の集積地域における
組織を超えた技術者コミュニティの存在、そこに
共有されている規範や慣習も析出している（藤本
・河口 2010）。組織のホワイトカラー研究の中
で、現在、行われにくくなった官僚制組織のホワ
イトカラー研究として、中道實は昭和・平成の上
級官僚のライフコース、政治的社会化、公務員の

キャリアについて多くの知見を示している（中道
編 2007；中道・小谷 2013）。行政官の内情につい
ては企業同様、中に入れるようになるまで信頼獲
得が容易ではないが、これらの著作では詳細に分
析がなされている。藤本は中央省庁の独立行政法
人である政府系研究機関の制度変革における行政
官、研究職の職業観、組織コミットメント、仕事
満足度、組織との信頼関係などの調査を長期的な
定点観測により、変革直後と変革 10年後の制度
比較を行っている（藤本 2008 a, 2019）。
また、盛岡孝二はバブル崩壊以降、ホワイトカ
ラー層が中流階級ではなくなったことを指摘し、
過重労働で苦しむホワイトカラーの実態を示し、
厳しい状況におかれるホワイトカラー層を官庁デ
ータから析出している。男性社会の中で戦う女性
ホワイトカラーの事例やタダ働き法であるホワイ
トカラーエグゼンプションのウソを指摘してお
り、ホワイトカラー労働の厳しさを扱っている
（盛岡 2009）。

2000年以降は、産業社会学におけるホワイト
カラー研究は、個人への量的調査では継続的に扱
われているが、集団・組織に対する調査は非常に
少なくなっており、JILPT に関わる研究者が行う
以外は、個別に事例研究を行う研究者がわずかに
存在するような状況になってきたといえる。

4 日本の産業社会学と隣接分野、海外に
おける職業、仕事に関わる研究

4.1 隣接分野におけるホワイトカラー研究
本節では隣接分野におけるホワイトカラー研究
について、いくつか抜粋してとりあげる。それぞ
れ非常に業績の多い研究者たちであるため、ごく
一部の研究を取り上げているにすぎず、また全て
の研究者を網羅的に捉えることは到底できない
が、隣接分野のホワイトカラー研究について理解
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を深めることに努めたい。
1975年に行われた企業行動コンファレンス6）で
は、企業に関するさまざまな視点から分析、議論
がされており、そこには経済学者、社会学者、経
営学者などが多く集っている。経済学からは今井
賢一、森川英正、熊沢誠他、社会学からは塩原
勉、佐藤慶幸他、経営学からは北野利信、土屋守
章他、隣接分野の研究者が一同に会している（今
井・土屋編著 1975）。1970年代は隣接分野の研究
者は非常に近い関係で相互に研究を引用したり、
共に調査を行ったりしており、そこにはホワイト
カラー研究も含まれていた。橘木俊詔・連合総合
生活開発研究所らは、ホワイトカラーの昇進構造
について社長、会社役員への昇進決定要因、賃
金、勤続年数、インセンティヴなど制度的観点で
調査を行っている（橘木俊詔・連合総合生活開発
研究所編著 1995）。そして、津田眞澂らは、日本
的経営について議論する中で、事務職・技術職・
管理職を含めた労務管理制度や職階について調査
を行っている（津田 1982）。
小池和男は、中小企業での仕事について、熟練
の形成に着目すると同時に、ホワイトカラーにも
注目して調査を行っている。大企業に人々の目が
奪われがちな時期に中小企業における OJT を通
した訓練過程を調査しており、そこでは企業規模
による労働者意識の職種比較（ホワイトカラー、
ブルーカラー）の量的調査から細かい事例研究ま
で行われている。中小企業の場合、転職者も多
く、非常に興味深い観察が行われている（小池
1981 b）。小池は『仕事の経済学』において、工
場労働者だけでなく、大卒ホワイトカラーのキャ
リアについて欧米先進国の管理職昇進の選抜時期
に比べて、日本の選抜は非常に時間がかけられて
おり、「遅い選抜」であると述べている（小池
1991）。その後も小池はプロフェッショナルの人
材開発に関わる事例研究（新聞記者、企業内研究

者、企業内の人事・営業統括・経営企画などの管
理職、金融業のファンドマネージャーや融資審査
担当者など）や国際比較ではブルーカラーだけで
なく、ホワイトカラー研究も行っている（小池編
著 2006；小池 2008）。

1983年、1984年に笹川儀三郎・石田和夫らに
よって著された『現代企業のホワイトカラー』で
は、管理職、技術者、事務職、販売職などのホワ
イトカラーが残された研究領域だと述べられ、海
外の研究の検討を通じて、労働者におけるホワイ
トカラーの位置づけが行われている。コンピュー
ターによる技術革新と働き方の変化、女性ホワイ
トカラー、日本的経営とホワイトカラー労働の関
係について議論されている。また、ホワイトカラ
ー労働論として理論的研究がなされ、資本主義の
欧米先進国を中心とした実証研究を検討してい
る。欧米のコンピューター化による労働環境、職
業構造の変化について検討し、また、東欧、当時
のソビエトなどの社会主義体制の社会やアジアの
当時の発展途上国のホワイトカラーについても議
論している。その内容は多岐にわたり、ホワイト
カラー労働を取り巻く世界的環境、市場との関
係、基幹産業としての自動車産業に広がる多くの
業務を担う人々、電機産業系大手企業の組織構
成、職業構成、ホワイトカラーの職能資格制度、
鉄鋼企業、金融企業、商業関連、女性のホワイト
カラー労働の事例、間接部門の効率化と働き方の
変化、その他多くの海外のホワイトカラー労働の
事例研究が盛り込まれている（笹川・石田和夫編
著 1983, 1984）。
神代和欣・桑原靖夫らは、労働者人口で増加し
続けるホワイトカラーに特化した研究を行ってお
り、事務職にとどまらず、情報サービス産業の技
術者、銀行員、アパレル企業の職業構造、事務
職、専門職が含まれる組織のリーダー、ホワイト
カラーと労働組合の関係、経営者、管理職におけ
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るキャリア形成など多くのホワイトカラーを対象
に調査を行っている（神代・桑原 1988）。佐藤博
樹と玄田有史は、ホワイトカラーという表現を使
ってはいないが、大卒者を前提とした「基幹人材
の育成」に着目し、成長企業と人材育成について
データ分析を行っている（佐藤博樹・玄田
2003）。白木光秀も国際人的資源管理の比較研究
において、ヨーロッパ系多国籍企業、アメリカ系
多国籍企業の特徴を示し、日系多国籍企業の特徴
をとらえる中で、自動車メーカー、家電メーカ
ー、食品メーカー、精密機器メーカー、電子部品
メーカーにおける管理職の業務（現地の人事制
度、権限移譲、人材育成等々）を調査している
（白木 2008）。
石田光男は J. T. ダンロップの古典研究を用い
ながら、労働関係における社会通念として共有さ
れている規範や行動規準の解明として、仕事の規
則の解明が労働関係の理論的脆弱さを強化する重
要な点であると述べ、労働関係の全体像をとらえ
る規則の研究に取り組んだ。その中で、石田光男
はブルーカラーの生産性を捉えることが容易で、
ホワイトカラー労働は捉えにくいという不可知性
に疑義を唱えている。これまで労働関係の諸社会
科学は、昇進、異動、賃金体系、教育訓練、技能
形成など、労働者に関わることを観察しつつも、
ホワイトカラーが行っている「仕事」そのものの
描写をしてこなかったと指摘し、ホワイトカラー
労働の生産管理における規則について理論を追求
することの重要性を強調し、そのための事例研究
（目標設定、進捗管理、進捗管理が要請する業務
行動、要員管理、近年の変化、労働組合）を行っ
ている（石田光男 2003）。さらに中村圭介と石田
光男らは、ホワイトカラーの仕事そのものをとら
えようと関東エリアの労働関係の研究者と共に
「ホワイトカラー研究会」を組織し、インタビュ
ー調査を中心に事例研究（デパート、電機メーカ

ー、情報通信企業、自動車製造業）に取り組んで
いる（中村・石田編著 2005）。

1990年代後半には人類学的視点で経営体を観
察する研究グループが台頭し、また、世界的にも
経済的合理性だけでは説明できない企業人の行動
を観察する研究グループ、研究科が増えてきた。
日本では中牧弘允と日置弘一郎による「経営人類
学」の研究が活発になり、現在では多くの研究が
国内外で評価されている（中牧編著、1999、
2006；中牧他 2001；中牧・日置編著 1997、2007、
2009、2012；中牧・日置・竹内編著 2019；三井
・住原・渡邊編著 2008；三井編著 2013 ; Mitsui

ed. 2020）。その他、ホワイトカラー研究として、
塚崎裕子は日本における外国人専門職・技術職の
受け入れ、供給状況、キャリアについて分析して
いる（塚崎 2008）。また、村上由紀子は高度専門
職の頭脳流出、国際移動について調査を行ってい
る（村上 2010, 2015）。
そして忘れてはならないのは 1970年代、ドー
アをはじめとする多くの海外の研究者が「日本的
経営」に関心をもち、精力的な調査を行ってい
る。当時は圧倒的に工場に対する関心が高かった
ため、工場労働者に焦点を当てたものが多いが、
その中に経営者の指向も表れている。ドーアの日
英の工場の比較研究、R. コールや R. M. マーシ
ュ・萬成博による日米の比較研究は、当時の日本
の研究者に大きく影響を与えている7）。ドーアは
日本の企業と従業員のコミュニティとの関係を描
き、組織志向型企業としてモデル化している。そ
して日本の資本主義とネオ・アメリカ型または英
米型資本主義を比較し、社会経済的優位性を強調
している。国際的にみても、ドーアが雇用・労使
関係の企業コミュニティ・モデルを積極的かつ肯
定的な提唱者だったと言えるだろう。コールは工
場労働者だけでなく、後に中田喜文とソフトウェ
ア技術者の賃金や労働について国際比較を行って
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いる（Dore 1987＝1987 ; Cole B. & Cole R. E.

1979 ; Cole & Nakata 2014）。現代ではたとえば、
H. ウィッタカー、J. ブラウン、S. ボーゲルらに
日本の企業、労働に関する諸制度、ホワイトカラ
ー研究が引き継がれており、2018年に彼らは日
本社会の労働について国際学会のプレジデンシャ
ル・パネルで議論している（Fujimoto・Whittaker

・Ishida・Brown・Vogel 2018）。

4.2 フランス社会学会にみる職業・仕事への関
心の高さ

4.2.1 日本社会学会における職業・仕事への関心
度

本節では、日本社会学会における産業・労働に
関わる報告部門のカテゴリーと国際社会学会、フ
ランス社会学会におけるそれについて概観して比
較する。表 1に示すのは 2017年度の日本社会学
会大会プログラムのセッションである。産業・労
働に関わる部門としては、「産業・労働・組織」

があり、他部門と同様、セッションは 1つであ
り、ジェンダーやエスニシティの 2セッションに
は及ばない。他の部門では報告者がなく、セッシ
ョンそのものが成立しないこともあるため、「産
業・労働・組織」だけが少ないとはいえない。報
告内容は、職業社会学から産業社会学への移行に
ついての研究、日本で就業する高度専門職の外国
人の定着について研究、公的機関の制度変革につ
いて長期的定点観測についての研究、専門職の就
業意識についての研究、企業の採用面接における
ゲーム行為の分析や顧客と社員の会話分析を行っ
た研究などであり、ホワイトカラーに関する報告
が比較的多かった。
表 2に示すのは 2018年度の日本社会学会大会
プログラムである。産業・労働に関わる部門とし
ては、「産業・労働・組織」があり、他部門と同
様、セッションは 1つである。報告内容は、出産
・育児期の女性の労働市場への再参入に関わる研
究、女性の就労と不妊治療の問題についての研

表 1 2017年度日本社会学会大会 一般報告部会カテゴリー（複数の場合はカッコ内に数）
開催地：東京

学史・学説
理論
研究法・調査法
農山漁村
地域社会・地域問題
産業・労働・組織
階級・階層・移動
環境

文化・社会意識（2）
宗教
情報・コミュニケーション
教育
福祉・保健・医療
性・ジェンダー（2）
差別・マイノリティ
民族・エスニシティ（2）

歴史・社会史
Session in English

表 2 2018年度日本社会学会大会 一般報告部会カテゴリー（複数の場合はカッコ内に数）
開催地：兵庫

学史・学説
研究法・調査法
家族
農山漁村
地域社会・地域問題
産業・労働・組織
階級・階層・移動
社会運動

文化・社会意識（2）
教育
福祉・保健・医療
性・ジェンダー
子ども・青年・中高年
民族・エスニシティ（2）
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究、「女性活用」政策に対する女性側の受け止め
に関する研究、無業経験に関する研究、労働市場
の構造の研究サードセクターの雇用についての研
究であり、女性労働に関する報告が多く、現代の
研究者の関心の高さがうかがえる。
表 3に示すのは、2019年度の日本社会学会大
会プログラムである。産業・労働に関わる部門と
して、「産業・労働・組織」は 3つのセッション
があり、20部門の中でも比較的多いと言える。
その中では海外の高度専門職に関わる調査報告や
移民労働、労働者の健康、正規雇用者と派遣労働
者の関係、ダイバーシティなど、現代的トピック
スが報告されている。そして現代における日本的
雇用や産業社会学の課題についての研究も発表さ
れている。また、社会階層でも職業分析がなされ
ていることを考えれば、「階級・階層・移動」部
門に 3つのセッションが成立していることも含
め、また、その他のセッション（たとえば、ジェ
ンダーや移民など）でも働き方に関係するトピッ
クスが報告されているため、2019年度の報告は
職業や働く場の問題に対する関心は高かったと言
えよう。日本社会学会において、やや減少傾向に

あった職業や労働関係の仕事に関わる報告は、
2019年度増加傾向にあった。
4.2.2 国際社会学会における職業・仕事の関心度
では、海外の社会学会では、どのくらい職業・
仕事に関する部門があるあるのだろうか。表 4に
示すのは、2019年 2月時点の国際社会学会（ISA

-International Sociological Association）の研究部門
（research committees）である。2020年 2月時点で
57個の部門がある。そのうち、産業・労働・職
業・仕事・組織・経営に直接関わる部門は、RC

02の Economy and Society、RC17の Sociology of

Organizations、RC28の Social Stratification、RC30

の Sociology of Work、RC44 の Labour Move-

ments、RC47の Social Classes and Social Move-

ments、RC52の Sociology of Professional Groups

の 7部門である。たとえば、ジェンダーや移民、
科学技術と労働などのように各分野は横断的に連
携して両方に関わる研究者が報告できるセッショ
ンが成立することも多い。日本に比べて非常に多
様な部門で働くこと、職業に関する研究をする
人々が多い。

表 3 2019年度日本社会学会大会 一般報告部会カテゴリー（複数の場合はカッコ内に数）
開催地：東京

教育
社会運動
福祉・保健・医療（3）
性・ジェンダー（4）
情報・コミュニケーション
環境
民族・エスニシティ（4）

差別・マイノリティ
社会病理・逸脱
歴史・社会史・生活史（2）
階級・階層・移動（3）
国際・エリアスタディ
理論学史・学説権力・政治
災害（3）

文化・社会意識（3）
産業・労働・組織（3）
家族（2）
都市
地域社会・地域問題（3）
研究法・調査法（2）

表 4 国際社会学会の研究部門（2020年 2月時点）

RC01 Armed Forces and Conflict Resolution RC31 Sociology of Migration

RC02 Economy and Society RC32 Women、Gender、and Society

RC03 Community Research RC33 Logic and Methodology

RC04 Sociology of Education RC34 Sociology of Youth

RC05 Racism、Nationalism、Indigeneity and Ethnicity RC35 Conceptual and Terminological Analysis
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4.2.3 フランス社会学会における職業・仕事の関
心度

表 5に示すのは 2019年のフランス社会学会
（AFS－Association Française de Sociologie）での
大会プログラムの研究部門（テーマごとのネット
ワーク Réseaux Thématiques）である。
この中で職業・仕事に関する部門は、RT01の

Savoirs、 travail、professions（知識、仕事、職
業）、RT04の Sociologie de l’éducation et de la for-

mation（教育と訓練の社会学）、RT12の Sociolo-

gie économique（経済社会学）、RT18の Relations

professionnelles（職業関係と労働組合の社会学）、
RT23の Travail、activité、technique（仕事と職業
活動－仕事の人類学的、文化的分析－の社会
学）、RT25 の Travail、organisations、emploi（仕
事、組織、雇用）、RT27の Sociologie des intellec-

tuels et de l’expertise : savoirs et pouvoirs（知識社
会学）RT29の Sciences et techniques en société

（社会と科学技術）、RT30の Sociologie de la ges-

tion（経営社会学）、RT42の Sociologie des élites

（エリートの社会学）、RT46の Formation、certifi-

cation、qualification（職業訓練、資格認定、職業

RC06 Family Research RC36 Alienation Theory and Research

RC07 Futures Research RC37 Sociology of Arts

RC08 History of Sociology RC38 Biography and Society

RC09 Social Transformations and Sociology of Develop-
ment RC39 Sociology of Disasters

RC10 Participation、Organizational Democracy and Self−
Management RC40 Agriculture and Food

RC11 Sociology of Aging RC41 Sociology of Population

RC12 Sociology of Law RC42 Social Psychology

RC13 Sociology of Leisure RC43 Housing and Built Environment

RC14 Sociology of Communication、Knowledge and Cul-
ture RC44 Labour Movements

RC15 Sociology of Health RC45 Rational Choice

RC16 Sociological Theory RC46 Clinical Sociology

RC17 Sociology of Organizations RC47 Social Classes and Social Movements

RC18 Political Sociology RC48 Social Movements、Collective Action and Social
Change

RC19 Poverty、Social Welfare and Social Policy RC49 Sociology of Mental Health and Illness

RC20 Comparative Sociology RC50 International Tourism

RC21 Urban and Regional Development RC51 Sociocybernetics

RC22 Sociology of Religion RC52 Sociology of Professional Groups

RC23 Sociology of Science and Technology RC53 Sociology of Childhood

RC24 Environment and Society RC54 The Body in the Social Sciences

RC25 Language and Society RC55 Social Indicators

RC26 Sociotechnics－Sociological Practice RC56 Historical Sociology

RC27 Sociology of Sport RC57 Visual Sociology

RC28 Social Stratification

RC29 Deviance and Social Control

RC30 Sociology of Work
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資格）の 11部門と非常に職業や仕事に関わるこ
とへの関心の高さがうかがえる。日本の社会学会
では職業や仕事に関するマクロデータの分析は尾
高の頃から継続しているが、集団、組織における
就労、職業、仕事への質的分析などの関心が非常
に低くなっていることがうかがえる。

5 考 察

ここでは、これまでまとめてきたホワイトカラ
ー研究の傾向について、なぜ日本の産業社会学で
はホワイトカラー研究が少ないのかを 3つの観点

から考察する。

5.1 ブルーカラーモデルによるホワイトカラー
理解

長らく、ブルーカラーに対する比較対象として
扱われてきたホワイトカラーは、その仕事の内
容、働き方などに関する研究は非常に少なかっ
た。企業コミュニティにおいても、長期的に企業
が保証する経営イデオロギーの中での社員の公平
性は非常に重視されてきた。その中で、ブルーカ
ラーのホワイトカラー化という議論がなされてき

表 5 2019年フランス社会学会大会の研究部門（2019年 8月）

RT01 Savoirs、travail、professions RT26 Réseaux sociaux

RT02 Migrations、altérité et internationalisation RT27 Sociologie des intellectuels et de l’expertise : savoirs
et pouvoirs

RT03 Normes、déviances et réactions sociales RT28 Recherches en sciences sociales sur la sexualité

RT04 Sociologie de l’éducation et de la formation RT29 Sciences et techniques en société

RT05 Classes、inégalités、fragmentations RT30 Sociologie de la gestion

RT06 Politiques sociales、protection sociale et solidarités RT31 Sociologie du sport et des activités physiques

RT07 Vieillesses、vieillissement et parcours de vie RT32 Sociologie des systèmes complexes

RT08 Sociologie du militaire : sécurité、armées et société RT33 Famille、vie privée、vie publique

RT09 Sociologie de l’urbain et des territoires RT34 Sociologie politique

RT10 Sociologie de la connaissance RT35 Sociologie du monde associatif

RT11 Sociologie de la consommation et du numérique RT36 Théories et paradigmes sociologiques

RT12 Sociologie économique RT37 Sociologie des médias

RT13 Sociologie du droit et de la justice RT38 Sociologie de l’environnement et des risques

RT14 Sociologie des arts et de la culture RT39 Identité－ subjectivité－ revendication－ changement
social

RT15 Sociologie de la jeunesse RT40 Sociologie des institutions

RT16 Sociologie clinique RT41 Corps、techniques et société

RT17 Gestion politique du corps et des populations RT42 Sociologie des élites

RT18 Relations professionnelles RT43 Sociologie et religions

RT19 Santé、médecine、maladie et handicap RT44 Justice sociale et sentiments d’injustice

RT20 Méthodes RT45 Sociologie des conflits

RT21 Mouvements sociaux RT46 Formation、certification、qualification

RT22 Parcours de vie et dynamiques sociales RT47 Sociologie visuelle et filmique

RT23 Travail、activité、technique RT48 ATS－Articulation des temps sociaux

RT24 Genre、classe、race. Rapports sociaux et construction
de l’altérité RT49 Histoire de la sociologie

RT25 Travail、organisations、emploi RT50 Socialisations
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たが、実はその逆もあり、ホワイトカラーは、
「ブルーカラーモデルの延長」として理解されて
きたにすぎず、その職種理解への関心が高まらな
かったのではないだろうか。杉がマルキシズムの
効用について述べていたが、ホワイトカラー研究
がされて来なかった理由について、マルキシズム
の影響を述べる研究者もいる。格差に着目するあ
まり、それが強く残存しすぎて、目前に大きく膨
らんだホワイトカラー職を比較対象に留め、その
職業構造や仕事について関心を示して来なかった
のではないだろうか。先述したように、賃金格差
の小ささ、企業コミュニティの規範など、全社員
に共有されるべきと考えられてきた経営イデオロ
ギーなどの経緯から考察すると、ホワイトカラー
への関心も「マジョリティの引力」（藤本 2008,

2019）が働き、人数の多い方を基準に考えるとい
うことが、研究者にも起こっていたと考えられ
る。

5.2 記述段階からの脱却の難しさと理論の脆弱
性

前稿（藤本・池田 2019）では、日本の産業社
会学がホワイトカラー研究のネットワーク形成に
成功していなかったことを挙げたが、本節では
間、寿里、石田光男の議論をもとに述べたい。労
働に関するこれまで多くの事例研究はブルーカラ
ー労働者に対するものが多かった。工場が海外に
移転した後、バブル崩壊後には労働者研究が社会
学から非常に減った。その中で、集団・組織にお
けるホワイトカラー研究は各研究者の個別努力に
よる事例による現象を示す段階にあり、まだ体系
だった段階に至れていないのではないだろうか。
間、寿里、石田光男が言うように、理論化への指
向がホワイトカラー研究には不足していたため、
事例を収集する段階、現象の構造記述的事例研究
の段階、諸変数間の関係に関する仮説検証的な分

析研究の段階に留まり、理論構成に進めなかった
のではないだろうか。

5.3 専門分化後の研究分野の形態
研究分野が専門分化していく中で、各分野が小
さくなっていく現象があろう。その中で、研究者
自身の中で特に関心が高い分野があり、ホワイト
カラー労働に関する研究はその中に含まれ（たと
えば、ジェンダーに関心がある研究者の場合、ジ
ェンダーのセッションでホワイトカラー職の労働
について報告する）、細分化された分野の中に吸
収されてしまったのかもしれない。実際に国際社
会学会では、職業・労働・仕事に関わるいくつか
の部門が共同開催で両方の分野に関わるセッショ
ンが企画されることも多い。今後、ますます子供
の数が減り、大学院進学者数が少なくなることが
予想される中、細分化された個々の分野は学会報
告のセッション成立の要件を満たすほど報告者を
用意できなくなるだろう。産業社会学は労働運動
など、戦後生まれ世代にとって高い関心事であっ
たが、その世代が定年になり、失業率が非常に低
い現在にあっては、若い世代には関心が高まりに
くいのかもしれない。

6 結 論

本稿では、戦中・戦後の産業社会学の黎明期か
ら高度経済成長期以降のホワイトカラー研究につ
いて概観した。1940年代、1950年代には、事例
を収集することに努力がなされ、また、隣接分野
の研究者とも非常に近い関係にあり、共同研究も
活発であった。1960年代は、小規模の生活共同
態と職縁共同態が合致したものから、大企業での
職縁共同態への関心が高まっていた。この時期の
特徴としては、ブルーカラーのみならず、経営者
も敵視するだけでなく、彼らを含むホワイトカラ
ー研究（職業ごとの仕事内容の観察、分析）に熱
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心に取り組まれていたことである。この時代も当
時、経済学者や社会心理学者との研究交流も行わ
れていた。1970年代は、高学歴化、高度経済成
長に伴い、仕事の高度化、専門化に伴い、専門職
の増加が見られ、それに伴い、ホワイトカラー、
専門職の研究も行われている。他方、間は尾高ら
によって切り開かれた産業社会学の発展が不十分
であるという不安を述べており、より発展するた
めには隣接分野の研究者との交流が不可欠だと主
張している。1980年代は、高学歴化、ホワイト
カラー、専門職の増加、技術革新に触れながら
も、工場労働者への関心が強く、ホワイトカラー
そのものを対象とした研究が増えていない傾向が
観察された。また、この時代でも隣接分野の研究
者との関係が重視されていた。1990年代は、寿
里が海外の研究でも日本と同様にホワイトカラー
研究の少なさを指摘していた。他方、稲上はバブ
ル崩壊による日本的経営の終焉と言われた時代に
企業が行った転籍・出向などのホワイトカラーの
キャリア分析を行っていた。2000年代は、産業
社会学そのものの分野縮小の危機感が強まる中、
個別研究者による事例は見られるものの、集団・
組織に対する調査は非常に少なくなっていた。日
本のホワイトカラーはブルーカラーモデルの延長
としてとらえられ、あまり注力されて来なかった
ことが明らかになった。
隣接分野の研究者のホワイトカラー研究につい
ても、ごく一部ではあるが抜粋して概観した。企
業に対する経済学、経営学、社会心理学、人類学
的な視点でなされる研究は、非常に興味深いもの
が多かった。尾高の頃から 2000年まで、当時の
産業社会学者は、隣接分野の研究者と非常に近い
関係にあり、共同研究も活発であり、その関係が
不可欠と述べられ、常に重視されてきた。現代、
働く人々の研究において、隣接分野の研究者と共
同研究している産業社会学者は多いとはいえな

い。日本社会学会、国際社会学会、フランス社会
学会における職業・仕事に関わる研究部門の比較
では、日本は他部門に比べて特別、少なくなって
いるという訳ではなく、全体的に多様な部門が成
立しにくくなっていた。しかし、国際社会学会で
は 7部門、フランス社会学会では 11部門も職業
・仕事に関わる部門があり、その中にはホワイト
カラー研究も多く、関心の高さに違いは明確であ
った。
本稿で行ってきた文献のレビュー、海外の動向
の検討から、現代日本の産業社会学におけるホワ
イトカラー研究は厳しい状況にあることが明らか
になった。また、国際的な集団・組織における社
会学的なホワイトカラー研究は「労働社会学」
「組織社会学」「職業社会学」「経済社会学」「産業
社会学」等々で事例研究、組織への計量調査が行
われ、「職場のコミュニティ」に関する議論も活
発である。日本はかつて男性正社員を中心とした
家庭生活を犠牲にした滅私的な「家族主義的」な
コミュニティを形成していたが、組織成員が多様
化する中、現在は集団の凝集性が低下しているよ
うに見える。海外の人々が職場の同僚との良好な
関係性に関心を高めている時に、日本は職場のコ
ミュニティ化を強制してはいけないとバラバラに
なろうとしているのかもしれない。そして成員間
の信頼を構築しようにも就業時間の長さが、弱い
立場の人々だけでなく、管理職、専門職を含めた
多くの職種に過重労働という看過できない状況を
もたらしている。集団・組織で働く多様な人々に
見られる社会現象は、社会学者だけでなく、今
後、ますます隣接分野、他分野、海外の研究者と
連携して、複合的にとらえ、一般化することが重
要になるといえよう。

注
１）尾高の研究と 2000年以降の社会学におけるホワイ
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トカラー研究経緯の詳細については、拙稿を参照
されたい（藤本・池田 2019）。

２）ここでは多くの研究の中から、著書にまとめられ
ているものから各時代の傾向を概観している。
2000年以前は著書に論文などに記述された内容も
含めてまとめられている事も多く、当該分野の代
表的な研究者による著書も多く出版されており、
分野を俯瞰的に示すものが多かった。ただし、
2000年以降は俯瞰的にまとめられた著書が減少し
ていることから、本稿および拙稿（藤本・池田
2019）でも論文をまとめている部分もある。また、
科研費での報告書が業績として認められていた時
代には、そこにまとめられたものも多いと考えら
れるが、今回は含めていない。そして、組織理論
研究者の業績も重要であり、他にも多くの研究者
が重要な知見を提出しているが、本稿ではホワイ
トカラーの職場に関する研究のみを抜粋している
ため、それらについては別稿に譲る。

３）松島が（1）子弟などの縁故採用、（2）終身雇用、
（3）年齢・勤続重視の年功賃金、（4）「本来であれ
ば国家の手により行われるべき」住宅などの広範
な福利厚生施設、（5）「企業の要求に沿った特殊な
養成であり、同一企業内で固定的に形成される一
種の躾教育でもある」従業員教育、（6）上下関係
で結ばれた「特異な人間関係」という 6点を挙げ
て労務管理の日本的特質を「従業員の生活保障」
と定義づけ、「家族主義的な家父長的保障体制」と
いう形をとった日本の企業コミュニティについて
明らかにした（松島 1962）。

４）間宏は日英労使関係比較研究にもとづいて、第 1
に、イギリスの企業－従業員関係にはアソシエー
ション性が強く、日本はコミュニティ性が強いこ
と（労働組合－組合員関係は逆にイギリスでコミ
ュニティ性が強く、日本ではアソシエーション性

が強い）、第 2に企業－従業員関係のアソシエーシ
ョン性、個人主義、階級形成のあいだには深い内
在的な関係があること、第 3に日本ではそのコミ
ュニティ性ゆえに「異常な勤勉」、社会的不正義、
企業エゴイズムに傾きやすいことなどに言及し、
日本の企業を戦前日本日本における経営イデオロ
ギーとしての家族主義を取り上げ、自覚的にコミ
ュニティととらえた。間は「自発的コミュニティ」
と「強制的・宿命的コミュニティ」のの 2つの類
型を区別していた。公益と貢献価値志向の強い企
業コミュニティ（「共同主義的」企業コミュニテ
ィ）とそうした性格が希釈化して互助性が弱まっ
た企業コミュニティを対抗的なタッチで浮き彫り
にしている（間 1964）。

５）稲上毅は、戦後、日本の企業内労使関係の変質を
一方では「職場共同体から企業共同体へ」として
定式化し、他方ではその企業共同体が利益共同体
としての性格を強めつつあることを指摘、併せて
その成立条件にも触れていた。最近では古典的な
企業コミュニティの変質と新しい企業コミュニテ
ィの可能性について、また、その企業コミュニテ
ィに見合った企業別組合の在り方についても考察
している（稲上 1981）。

６）今井は市場機構と現代企業行動について述べ、森
川は企業の社会的責任について議論しており、熊
沢は電気労連の「社会人意識調査」のデータを分
析し、職種ごとの労働者意識の違いを比較してい
る。塩原は日本の集団主義や日本の企業の社会福
祉主義について議論し、佐藤慶幸は、組織で共有
される価値類型と組織の類型の関係について議論
しており、他にも間宏や小池和男が参加している
回もあったようである。

７）その他、多くの研究者が日本研究を行っているが、
ここでは網羅しきれないため、別稿に譲る。
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